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1. 序論 
1.1 背景 
2003 年一年間における世界の航空旅客輸

送量は 17 億人に上り、1993 年から過去 10 年

間の需要の伸び率は 41%を越えている。今後

もアジア・アフリカ地区における需要の増大

に伴って輸送量の大幅な伸びは、当分の間続

くと予測されている。その一方で、航空輸送

の安全性に関する指標に目を向けると、状況

は必ずしも楽観的なものではない。例えば、

航空機 100 万回出発あたりの事故件数（事故

率）を見てみると、その値は 1970 年代後半

以降下げ止まりの傾向が続いている［1］。今後

もこの事故率の低減が図られなければ、需要

の増大に伴って、事故件数も大幅に増加する

と指摘されている。 

航空機のハード的な信頼性が大幅に改善

された一方で、事故率の低減が達成されてい

ない要因として、ヒューマンエラーによる事

故が減少していないことが指摘されている［2］。

その一つの対策として航空機においてはコ

ックピットのインタフェースの改善等が行

われている。一方で航空管制においてもレー

ダーの導入や、地上設備の拡充などを通じて、

信頼性の向上が実現されてきた。しかし、近

年、航空管制に関連した航空機事故が連続し

て発生している。その例として本邦における

焼津市上空ニアミス事故、海外においてはド

イツ南部上空空中衝突事故といったものが

挙げられる。これらはパイロットと管制官の

不適切なコミュニケーションによって引き

起こされたと考えられており［3］、航空機の安



全に対するシステム全体としての複合的な

繋がりを検証する必要があると指摘されて

いる。しかし、従来からの研究では、航空機

と航空管制は別々に研究されてきており、そ

れらを連携した研究例は少ない。 

航空システムの安全性を向上させるため

には、航空システム全体としての検討が必要

であるが、従来はシステムの一部の改善を行

うことが、全体としての安全性にどのような

影響を与えるかに関しての評価方法が存在

していないという問題がある。例えば、焼津

市上空ニアミス事故を契機にパイロットの

みに提供されていた航空機同士の衝突防止

警報装置（TCAS）の情報を管制官側に提供す

るという試みが行われているが［4］、警報作動

時に管制官が採るべき行動を規定していな

いといった問題があることから、管制官側は

その取り組みに対して反対の立場を表明し

ている。このように航空管制を取り巻く環境

において様々な問題があるにも関わらず、そ

れを適切に評価する手法が確立されていな

いというのが現状である。 

1.2 目的 
本研究では、前項で提示した航空管制を取

り巻く様々な問題をシミュレーションベー

スで評価する手法として、航空管制官とパイ

ロットを含む航空運航時のタスク環境を模

擬したシミュレーションの構築を行う。本稿

においては、その第一段階として以下の目標

を設定している。 

① 管制官の認知モデル（状況認識、行動決
定モデル）に基づくシミュレーションの

枠組みを構築し、通常時に管制官がパイ

ロットに対する指示などの基本的なイ

ンタラクションのシミュレーションを

行う。 

② シミュレーションにおいて飛行シナリ
オを変化させることで、管制官とパイロ

ットのインタラクションの内容・頻度の

変化を解析し、シミュレーションの基礎

的有効性を評価する。 

 

2. 航空管制システム 
本章では航空管制業務の概要について述

べる。 

航空機の運航に際しては、出発空港におい

て飛行計画の承認を受ける段階から、到着空

港において駐機場に停止するまで常に航空

管制官の指示を受ける。しかしながら、運航

中の全ての飛行フェーズにおいて常に同一

の管制官から航空管制業務が提供されるわ

けではない。航空管制業務は空港内、空港周

辺、航空路上等、地理的に分割された領域（空

域）ごとに異なる管制官によって行われてい

る。 

以下の項では、飛行フェーズに順じて管制

業務の詳細を述べる。 

2.1 飛行場管制業務 

主に管制圏（空港の標点から半径 9km の円

内）において当該空港を離発着する航空機に

対して行われる業務である。離発着の順序や

方式、時刻等の指示を行う。またその他に空

港内の誘導（グランド）や管制承認の中継（デ

リバリー）などの業務も行われる。 

2.2 進入管制業務 
大きく分けて出発（ディパーチャー）と進

入（アプローチ）の 2つがあり、当該空域内

の航空機に対して、順序、経路、針路、高度

等の指示を行う。 

2.3 航空路管制業務 
主に進入、飛行場の各管制業務の空域以外

を飛行する航空機に対して、経路、針路、高

度等の指示を行う。空域は複数のセクターに

分割され、セクターごとに管制が行われる。

また、管制承認も行う。 

航空管制業務の流れを図 1 に示す。



 

図 1 航空管制業務の流れ 

 

3. 手法 
本章では、シミュレーションの構築方法、

それに用いた手法について述べる。本研究で

は、航空路管制業務を対象として、シミュレ

ーションの構築を行った。 

3.1 システム構成 
本システムは空域モデル、ヒューマンモデ

ル及び航空機モデルから構成されておりヒ

ューマンモデルは更に管制官モデルとパイ

ロットモデルからなるシステムとした。 

システム全体の構成を図 2に示す。 

 

図 2 システム構成 

 

3.2 空域モデル 
空域モデルとは空域における無線航法援

助施設・FIX（無線航法援助施設からの距離

及び方位で定められた地上の特定点）及び航

空路の位置に関するモデルである。 

本研究では対象空域として東京航空交通

管制部（東京 ACC）が管轄する関東北セクタ

ー（T03 セクター）を対象とした。 

当該セクターは本邦有数の航空管制量を

有しており、そのタスクも多岐にわたる複雑

な空域である。更に、現在、独立行政法人電

子航法研究所と東京大学の共同研究として

関東北セクター担当の管制官に対するタス

ク分析が行われている[5]。今後、同研究の成

果や担当管制官に対するインタビューなど

から、当該セクターに関するより詳細な知見

が得られることが期待されている。以上の理

由により本研究では対象空域として関東北

セクターを扱うこととした。 

関東北セクターの位置を図 3に示す。 

 

図 3 関東北セクター（赤枠） 

 

3.3 ヒューマンモデル 
ヒューマンモデルとは空域、航空機の各モ

デルから情報を取得することで状況を認識

し、意思決定したのち行動を行うモデルであ

る。更に、ヒューマンモデルは管制官モデル

とパイロットモデルに分けられ、互いに相手

のモデルから影響を受ける。管制官モデルは

航空機モデル及び空域モデルからシステム

全体の様子を把握し、必要な指示をパイロッ

トモデルに対して行う。 

現段階において、パイロットモデルは定型

的な管制官への応答及びそれに応じた航空

機操作を行う簡易モデルとしている。ここで



は管制官モデルの概要について述べる。 

3.3.1 管制官モデルの基本構成 
管制官の認知プロセスは図4に示すような

ループ構造になっているとの主張がなされ

ている［6］。本研究においても航空路管制業務

にあたる管制官の認知プロセスを下記の①

～④のループとして表現した。 

① 担当セクター内の航空機の動きをレー

ダー画面と無線通信によりモニターし、

必要に応じて、近い将来の交通状況を予

測する。 

② 新たな航空機がセクター内に入域した

場合に、当該機を含めた近い将来の状況

を予測する。 

③ 近い将来においても全ての航空機に定

められた管制間隔が維持されると判断

された場合は、引き続きモニターを実行

する。 

④ 近い将来において管制間隔が維持でき

ないと判断された場合は、新たな針路・

速度・高度を管制指示としてパイロット

に伝達する。 

 

図 4 管制官の認知プロセス 

 

3.3.2 注意配分のモデル化 
図 4で示すとおり、管制官は航空機の速度

や高度などの基本的パラメータを知覚し、状

況を認識している。ここでは、知覚されたパ

ラメータより詳細な情報を獲得するために

管制官が行う注意配分についてモデル化を

行う。 

通常、管制官はモニター上の航空機を知覚

して状況を把握する際、単純な航空機間隔や

位置関係に基づいて行うのではなく、セクタ

ー固有の「イベント」ごとにその状況を把握

していることが知られている[7]。イベントと

は無線航法支援施設や FIX 等、特定の地点に

おける航空機間隔、新たにセクターへ進入す

る航空機が与える影響、空港へ着陸するため

に必要な指示等、管制業務を行う上で必要な

タスクに関する一定の「まとまり」を指す。

管制官はイベントごとに関連する航空機の

状態を把握し、必要ならば回避のための指示

を行うことになる。通常、管制官は一つのイ

ベントに対して状況をモニターするのでは

なく、複数のイベントを同時にモニターする

ことになるため、適切な注意配分が必要とな

る。 

本シミュレータではこの管制官の注意配

分に関するモデルを構築する上で、ベイジア

ンネットワークと呼ばれる手法を用いた。 

3.3.3 ベイジアンネットワーク 

ベイジアンネットワークとは不確実性の

高い対象領域において、限られた情報からで

も合理的な推論を行うことができる手法で

ある。具体的には統計学におけるベイズの定

理を応用したものであり、対象領域を「状態

仮説」ノードと、仮説を裏付ける「証拠」ノ

ード及びノード間の条件付確率で表現した

ものである。 

本研究におけるベイジアンネットワーク

の利用方法とその理由について述べる。本研

究において、モデリング対象領域は管制官の

イベントに対する注意配分の決定であり、証

拠（ノード）として各イベントに関連するパ

ラメータ（高度差、水平間隔、交通量等）を

獲得することで状態仮説（ノード）である「ど

のイベントに対して注意を配分するべきか」



という信念を得ることができるモデルとし

て用いている。管制官のイベントに対する注

意配分の決定にベイジアンネットワークを

用いた理由は、不確実性の高い状況において

も信念を定量的に求められ、更には過去から

の連続性を表現できるといった観点からで

ある。 

本研究で構築したベイジアンネットワー

クを図 5に示す。管制官が注意を配分するイ

ベントとして航法支援施設 GOC、TLE、SWAMP

（図 7、8 参照）を設定した。更に、証拠と

なる各イベントの基本的パラメータとして

「高度差」、「水平間隔」、「交通量」及び「経

過時間」を設定した。経過時間とは管制官が

当該イベントにおいて最後に行動をとって

から経過した時間を意味し、これは通常、管

制官が各イベントに対して周期的に注意を

配分しながらモニタリングを行っているこ

とを模擬したものである。 

 

図 5 ベイジアンネットワーク 

 
3.4 航空機モデル 

航空機モデルは空域中を飛行する航空機

に関するモデルである。航空機の物理的特性

を模擬し、ステップ毎にパラメータ（速度、

高度、磁針路及び垂直速度）の計算を行うモ

デルである。航空機モデルは、管制官モデル

から指示を受けたパイロットモデルによる

操縦に対して応答するものである。 

 

4. 実装 
図 6 に構築したシミュレータの GUI

（Graphical User Interface）画面を示す。

GUI 表示では実際の航空機の挙動とリアルタ

イムで行われるコミュニケーションの関係

を見ることができるように両者を同時に表

示可能なものにした。更に、シミュレーショ

ン終了時に、シミュレーション中に行われた

コミュニケーションをログファイルとして

保存することで、シナリオや設定パラメータ

を変更した場合に、発生したコミュニケーシ

ョンの違いを検討することができるものと

した。 

 

図 6 シミュレータの GUI 

（赤枠はコミュニケーション内容） 

 

5. シミュレーションの評価 
本シミュレーションの基礎的有効性を検

証するために簡単なシナリオに基づいた交

通流を再現し、管制官モデルの検証を行った。 

5.1 シナリオ 
シナリオは図 7、8 に示した 2 種類の航空

路に対して、異なる密度の交通量（単位時間

当たりの航空機発生数）を 3種類、合計 6通

り作成した。2 種類のルートとそのシナリオ

は次の通りである。 

［ルート 1及びそのシナリオ］ 

図７で示したルートは北日本方面から羽

田空港への到着機が利用するルートであり

このルートをルート 1 とする。図中の GOC、



TLE という各無線航法支援施設で間隔設定が

必要となる。このルートで用いたシナリオで

は、航空機の発生間隔を 60、100、140 秒、

発生航空機数を 5機とした。 

［ルート 2及びそのシナリオ］ 

ルート 2はルート 1に加えてヨーロッパ方

面から成田空港への到着機がGOCポイントに

おいて交差するルートを設定した。ルート 1

のポイントに加えてSWAMPという FIXにおい

ても間隔設定が必要となる。このルートを用

いたシナリオでは、航空機の発生間隔を 30、

50、70 秒（30 秒の場合は 30 秒間隔で異なる

方向からの航空機の発生。同一方向からは 60

秒間隔）、発生航空機数を 10 機（GOC-TLE 方

面 5機、GOC-SWAMP 方面 5 機）とした。 

 

図 7 ルート 1 

 

図 8 ルート 2 

 

5.2 検証結果 

ルート 1を用いた結果を表1に示す。また、

ルート 2を用いた結果を表 2に示す。 

表 1 ルート 1の結果 

 

表 2 ルート 2の結果 

 

 

5.3 考察及び基礎的有効性の評価 

［ルート 1］ 

ルート 1の場合では、交通量が多い二つの

シナリオにおいて航空機間隔を保つための

指示が多く出されている。レーダー管制にお

ける管制間隔（安全確保のために維持されな

くてはならない最低航空機間隔）は 5NM（約

9km）とされており、航空機の通常の速度の

場合、約 1 分の距離となる。つまり 60 秒間

隔で発生する交通量は実際の業務において

非常に多い交通量となる。 

60 秒間隔の場合、5 機の航空機に対して 4

回の管制指示が出され、GOC 及び TLE での管

制間隔のためにそれぞれ2回の減速指示が発

出された。また、100 秒間隔の場合では、60

秒間隔の場合ほど厳しい状況ではないが、60

秒間隔の場合と同様に考えることができる。

140 秒間隔の場合では、常に十分な管制間隔



が保たれているため、管制指示は出されてい

ない。このような管制指示回数の変化は実際

の管制官の場合と同様の傾向を示しており、

本シミュレーション結果は妥当であると考

えられる。 

［ルート 2］ 

ルート 2の場合では、交通量の多い二つの

シナリオにおいて極端に指示回数が多くな

っている。30 秒間隔の場合では、ルート 1の

検証からもわかるように同一ルート上の航

空機が非常に混雑していることに加えて、更

にGOCポイントにおける他方向からの交通流

と交差することになる。このため、ルート 1

で行われた同一ルート上での回避と共に GOC

の交差のための回避が同時に行われている

と考えられる。TLE における指示が 5 度行わ

れているが、これはルート 1 で航空機を 60

秒間隔で発生させた場合、2 回であったのに

比べ、大きく増加している。GOC-TLE 方向だ

けを考えた場合、どちらも 60 秒間隔で 5 機

の航空機を発生させるという条件は同じで

あるが、GOC-SWAMP 側のルートが加わること

でその影響がGOC-TLE側のルートにも波及し

ていることがわかる。このシナリオも実際に

はやや過剰な数の航空機数ではあるが、起こ

りうる管制指示の変化を示しているといえ

る。50 秒間隔の場合も、30 秒間隔の場合と

同様な解釈を与えることが可能である。70 秒

間隔で発生する場合は同一方向においても、

またGOCにおける対抗機に関しても十分な管

制間隔が維持されており指示を出す必要が

ほとんどなかったと考えられる。ルート 1と

同様に、このような管制指示回数の変化より、

本シミュレーション結果の妥当性が得られ

たと考える。 

 

以上の結果より、管制官の最も基本的な業

務である管制間隔の確保に関しては、実際の

状況に即した妥当な判断が行われていると

結論付けることができる。 

 

6. 結論及び今後の展開 
本研究では、管制官とパイロットからなる

航空管制システムの安全性向上のため、その

複雑なタスク環境を模擬可能なシミュレー

ションの構築を目標とした。具体的には航空

管制官の認知モデルをベイジアンネットワ

ークにより表現し、交通状況等に応じて管制

官が持つ注意配分をシミュレーションする

ことを試みた。さらにシナリオに基づいたシ

ミュレーション結果から管制指示の発生回

数の変化の点で現実の管制官と同様の傾向

が確認でき、本シミュレーションの基礎的有

効性を確認した。 

ただし、現段階では、本シミュレーション

は非常に限定的なものであると考えられる。

今後、本シミュレーションをより現実に即し

たものとし、最終的な目標である、人間を含

む複雑な航空管制タスク環境を再現するた

めには次の点を考慮する必要があると考え

ている。 

① 実際の航空管制業務は非常に複雑で多

岐にわたる。現在は限定的に実装してい

る航空管制業務を更に広範囲に広げ、よ

り精密な作業環境を再現する。 

② 本研究では管制官のモデル化に重点を

置き、パイロットモデルに関しては非常

に限定的なものであった。今後は、パイ

ロット側のモデル化も行い通常行われ

ている航空機側からのリクエスト業務

等に関しても検討が必要である。 

③ ヒューマンエラーや時間制約下におけ

る管制官・パイロットの思考の変化など、

ヒューマンファクタに関するモデル化

が必要である。 
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